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１ 一般会計当初予算のポイント 
（１）予算規模 

令和 7年度の一般会計当初予算では、令和 5年度から 3か年計画で実施している防災行政無線更新事業や令和 6年度から進めてい

る情報システム標準化に係る経費が継続するほか、令和 6 年度に複合遊具等を整備したことに併せて、新規事業として B＆G 海洋セ

ンターにバリアフリートイレ及び東屋を整備するなど子育て支援施策を進めます。予算の規模は、大台中学校屋上等防水改修工事や

江原橋橋梁修繕工事が終了したことなどにより、前年度から 1 億 5,600 万円減少し、令和 7 年度一般会計当初予算の規模は、81 億

1,500万円（前年度比 1.9％の減）となりました。 

         令和 7年度 令和 6年度 令和 5年度 令和 4年度 令和 3年度 

当初予算額（千円） 8,115,000 8,271,000 8,299,000 7,450,507 7,311,000 

対前年度比（％） △1.9 △0.3 11.4 1.9 7.0 

 

（２）歳入 

①町税 

   町民税は、個人住民税においては、令和 6年度に実施された定額減税による減収からの回復、また、固定資産税では、大臣配分

が増える見込みとなっています。他の税目を含む町税全体では、9億 6,483 万 9千円（前年度比 3,600万 7千円、3.9％の増）を計

上しています。 

            令和 7年度 令和 6年度 令和 5年度 令和 4年度 令和 3年度 

当初予算額（千円） 964,839 928,832 970,437 958,990 950,905 

対前年度比（％） 3.9 △4.3 1.2 0.9 △4.5 

 

  ②地方交付税 

   地方交付税のうち、普通交付税は、国の地方財政対策を踏まえ基準財政需要額及び基準財政収入額を推計し 31億 9,700万円（前

年度比 4,100万円、1.3％の増）、特別交付税は、近年の交付額推移を勘案し 2億 9,100万円（前年度比 600万円、2.1％の増）、合

わせて 34億 8,800万円（前年度比 4,700万円、1.4％の増）を計上しています。 

             令和 7年度 令和 6年度 令和 5年度 令和 4年度 令和 3年度 

当初予算額（千円） 3,488,000 3,441,000 3,527,000 3,507,000 3,517,000 

対前年度比（％） 1.4 △2.4 0.6 △0.3 3.2 
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③町債 

町債の当初予算額は、地方財政対策を踏まえ臨時財政対策債を皆減し、継続事業である防災行政無線更新事業、紀勢地区広域消

防組合や香肌奥伊勢資源化広域連合の車両更新事業、基金積立のための合併特例事業債の発行など、7億 2,220万円（前年度比 2億

9,040万円、28.7％の減）を計上しています。 

                令和 7年度 令和 6年度 令和 5年度 令和 4年度 令和 3年度 

当初予算額（千円） 722,200 1,012,600 970,500 643,500 670,500 

対前年度比（％） △28.7 4.3 50.8 △4.0 10.8 

 

（３）歳出 

  ①総務費 

   総務費は、町長選挙執行経費や町議会議員選挙執行経費、三重県知事選挙執行経費などの皆増、ふるさと納税経費において寄附

額増加を目標に各種経費を増額、マイナンバーカード更新手続きなどへの対応を強化するため、会計年度任用職員人件費（戸籍住

民基本台帳費）を皆増したことなどにより、1億 4,073万 1千円増加し、14億 9,597 万 5千円（前年度比 10.4％の増）を計上して

います。 

 

②民生費 

   民生費は、福祉医療制度の拡充やインフルエンザ予防接種及びおたふくかぜワクチン接種費用の助成拡大、会計年度任用職員保

育士の処遇改善など子育て施策の充実、障害者グループホーム緊急整備事業費補助金の皆増などにより、9,402 万 7千円増加し、

17 億 5,941万 8千円（前年度比 5.6％の増）を計上しています。 

   

  ③土木費 

   土木費は、江原橋耐震設計業務委託料及び道路照明 LED化実施設計業務委託料が皆増するなどの一方、田口大橋耐震補強事業負

担金や江原橋橋梁修繕工事費、道路整備計画策定業務委託料の皆減などにより、2億 5,271万 1千円減少し、4億 3,399万 4千円

（前年度比 36.8％の減）を計上しています。 

 

  ④公債費 

公債費は、町債元金償還経費において、辺地対策事業債や介護サービス事業債で増加する一方、合併特例事業債や臨時財政対策

債、一般単独事業債などで減少し、令和 7年度は、6,125万 3千円減少し、10億 2,857万 9千円（前年度比 5.6％の減）を計上して

います。 
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（４）町債残高 

   現時点では、令和 6年度末見込 72億 6,492万 1千円に対し、借入額 8億 3,180万円（繰越明許費見込分を含む）、償還額 9億 9,649

万 7 千円を差引し、令和 7年度末の残高は、71億 22万 4千円（前年度比 1億 6,469万 7千円、2.3％の減）を見込んでいます。 

                  令和 7年度 令和 6年度 令和 5年度 令和 4年度 令和 3年度 

町債残高（千円） 7,100,224 7,264,921 7,398,544 7,732,770 8,371,279 

対前年度比（％） △2.3 △1.8 △4.3 △7.6 △6.7 

   ※令和 7年度及び令和 6年度は 3月補正編成前の状況に当初予算額を加除した数値。 

 

（５）財政調整基金残高 

現時点では、令和 6年度末残高見込 16億 7,425万 8千円に対し、繰入額 6億 6,968万 3千円、積立額 390 万 3千円を差引し、令

和 7 年度末の残高は、10億 847万 8千円（前年度比 6億 6,578万円、39.8％の減）を見込んでいます。  

                  令和 7年度 令和 6年度 令和 5年度 令和 4年度 令和 3年度 

財政調整基金残高（千円） 1,008,478 1,674,258 1,947,834 2,050,867 2,237,193 

対前年度比（％） △39.8 △14.0 △5.0 △8.3 △0.1 

※令和 7年度及び令和 6年度は 3月補正編成前の状況に当初予算額を加除した数値。 
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２ 令和 7年度の主な事業 
 

  （２）町長選挙執行経費 

（款：総務費、項：選挙費、目：町長選挙費） 

町議会議員選挙執行経費 

（款：総務費、項：選挙費、目：町議会議員選挙費） 

 

《新規》 

町長選挙執行経費（事業全体）         13,033千円 

町議会議員選挙執行経費（事業全体）      15,933千円 

 

① 事業説明 

令和 8 年 2 月の任期満了に伴い、大台町長選挙及び町議会

議員選挙を執行するための経費を計上しています。 

 

 

 

 

 

②事業全体の予算額と財源内訳 

（町長選挙執行経費） 

予算額 

（千円） 

財源内訳 

国庫 

支出金 

県 

支出金 
町債 その他 

一般 

財源 

13,033 0 0 0 0 13,033 

 

（町議会議員選挙執行経費） 

予算額 

（千円） 

財源内訳 

国庫 

支出金 

県 

支出金 
町債 その他 

一般 

財源 

15,933 0 0 0 0 15,933 

 

（１）電算システム経費 

（款：総務費、項：総務管理費、目：一般管理費） 

 

 

 

《継続》 

地方公共団体情報システム標準化構築業務委託料 

150,993千円 

 

① 事業説明 

総務省において、自治体ＤＸ推進の一環として、自治体の主

要な業務を処理する情報システムの標準化が進められてお

り、標準仕様に準拠したシステムを構築するための費用を計

上しています。 

基幹系システム改修経費（イニシャル費用・補助対象経費）  73,579千円 

基幹系システム改修経費（イニシャル費用・補助対象外経費）  77,414千円 

 

 

②事業全体の予算額と財源内訳 

予算額 

（千円） 

財源内訳 

国庫 

支出金 

県 

支出金 
町債 その他 

一般 

財源 

285,095 76,370 0 0 0 208,725 
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（３）こども医療費助成事業費 

（款：民生費、項：社会福祉費、目：社会福祉医療費） 

 

《拡充》 

こども医療費助成金 

21,353千円 

 

① 事業説明 

こども医療費助成制度について、子育て世帯への経済的支

援や早期受診しやすい環境づくりを行うために制度を拡充し

ます。 

 ア）対象年齢の拡大 18歳まで（現行 15 歳まで） 

 イ）所得制限の撤廃 所得制限なし（現行 所得制限あり） 

ウ）現物給付の拡大 18歳まで（現行 6 歳まで） 

  実施時期 

   ア）、イ）は令和 7年 4月から 

   ウ）は令和 7年 9月から 

 

 

 

 

② 事業全体の予算額と財源内訳 

予算額 

（千円） 

財源内訳 

国庫 

支出金 

県 

支出金 
町債 その他 

一般 

財源 

21,353 0 6,637 5,400 0 9,316 

 

（４）乳幼児等予防接種経費 

（款：衛生費、項：保健衛生費、目：予防費） 

 

《拡充》 

子ども季節性インフルエンザ予防接種費助成金  1,120千円 

おたふくかぜワクチン接種助成金          504千円 

 

① 事業説明 

子どもを対象とした予防接種のうち任意接種となっている

２つの助成事業について、子育て世帯への経済的支援及び子

どもの重症化予防や健康増進につなげるよう、助成内容を拡

充します。 

・インフルエンザ予防接種     

対象年齢の拡大 18歳まで（現行 6 歳まで） 

助成額の拡充  不活化ワクチン 2 千円（現行 1千円） 

        生ワクチン     4 千円（現行 2千円） 

・おたふくかぜワクチン予防接種 

対象回数の拡大 2回上限（現行 1 回上限） 

助成額の拡充  全額助成（現行 2.5 千円） 

※接種費用約 7.2千円/回 

  

② 事業全体の予算額と財源内訳 

予算額 

（千円） 

財源内訳 

国庫 

支出金 

県 

支出金 
町債 その他 

一般 

財源 

17,760 73 0 0 0 17,687 
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（５）三瀬谷ダム湖周辺森林整備事業費 

（款：農林水産業費 項：林業費、目：林業振興費） 

 

《継続》 

三瀬谷ダム湖周辺森林整備事業委託料 

27,000千円 

 

① 事業説明 

ボート競技場に隣接する三瀬谷ダム湖周辺を広葉樹化し、

保水力の高い法尻形成を行うことで災害に強い森への転換を

図ります。令和 4 年度から令和 8 年度までの 5 か年計画で実

施しており、森林環境譲与税を活用して実施します。 

 

 

 

 

 

 

② 事業全体の予算額と財源内訳 

予算額 

（千円） 

財源内訳 

国庫 

支出金 

県 

支出金 
町債 その他 

一般 

財源 

27,506 0 0 0 0 27,506 

 

 

（６）宮川特産品加工施設管理経費 

（款：農林水産業費、項：山村振興費、目：山村振興推進費） 

 

《新規》 

太陽光発電設備リース料 

1,764千円 

 

① 事業説明 

大台町地域防災計画において、公共的団体その他防災上重

要な施設の管理者として位置づけられている株式会社宮川物

産が管理する大台町宮川特産品加工施設の屋根に太陽光発電

設備を設置し、災害等に対する強靭性の向上と地域の脱炭素

化を同時に実現します。 

 

 

 

 

 

② 事業全体の予算額と財源内訳 

予算額 

（千円） 

財源内訳 

国庫 

支出金 

県 

支出金 
町債 その他 

一般 

財源 

2,264 0 0 0 0 2,264 
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（８）防災行政無線更新事業費 

（款：消防費、項：消防費、目：防災費） 

 

《継続》 

防災行政無線更新整備工事 

282,735千円 

 

① 事業説明 

平成 20年度に整備した防災行政無線が耐用年数を大きく

超過し、機器が大幅に損耗している状況であることから、基

本計画（令和 3年度策定）に基づき順次更新を実施していま

す。 

 契約は令和 5年度から令和 7年度 

（令和 5～7年度 920,590千円） 

 R5年度：機器製作、親・中継局設備工事 

R6年度：屋外拡声子局、再送信子局設備工事 

R7年度：戸別受信機設置工事、一部屋外拡声子局整備工事 

 

 

 

② 事業全体の予算額と財源内訳 

予算額 

（千円） 

財源内訳 

国庫 

支出金 

県 

支出金 
町債 その他 

一般 

財源 

287,745 0 0 287,700 0 45 

 

（７）防災・安全交付金事業費 

（款：土木費、項：道路橋梁費、目：橋梁新設改良費） 

 

《新規》 

江原橋耐震設計業務委託料 

24,500千円 

 

① 事業説明 

阪神・淡路大震災をはじめとする大規模地震では、多くの

橋梁が甚大な被害を受け、救援物資の輸送や救援活動などに

大きな影響を及ぼしています。 

そのため、今後予想される南海トラフなどの大規模地震に

備え、橋梁への被害を防止・軽減するために、町が管理する

橋梁の耐震化を計画的に進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

② 事業全体の予算額と財源内訳 

予算額 

（千円） 

財源内訳 

国庫 

支出金 

県 

支出金 
町債 その他 

一般 

財源 

24,500 13,965 0 10,500 0 35 
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（９）熊野街道保存活用事業費 

（款：教育費、項：社会教育費、目：文化財保護費） 

 

《新規》 

熊野街道測量業務委託料 

18,565千円 

 

① 事業説明 

伊勢神宮と熊野三山を結ぶ熊野街道が通る大台町では、「バ

カ曲がり」や「殿様井戸」など良好な状態で保存されている地

点があります。これらの場所は、三重県教育委員会により報告

書が刊行されるなど学術的な評価がなされる一方、詳細な測

量図などの資料がないため、世界遺産登録を見据えた測量調

査を行い、国の史跡等への指定手続きを進めます。 

 

 

 

② 事業全体の予算額と財源内訳 

予算額 

（千円） 

財源内訳 

国庫 

支出金 

県 

支出金 
町債 その他 

一般 

財源 

18,565 9,282 1,299 0 7,900 84 

 

 

 

（10）海洋センター管理運営経費 

（款：教育費、項：保健体育費、目：体育施設費） 

 

《新規》 

トイレ・東屋整備工事設計・監理業務委託料    2,900千円 

トイレ・東屋整備工事             29,000千円 

 

① 事業説明 

令和 6年度に子育て支援施策として、海洋センター芝生広

場に複合遊具及びインクルーシブ遊具を整備したことに併せ

て、バリアフリートイレと東屋を整備し、利用者の利便性向

上を図ります。 

 

 

 

 

 

② 事業全体の予算額と財源内訳 

予算額 

（千円） 

財源内訳 

国庫 

支出金 

県 

支出金 
町債 その他 

一般 

財源 

37,468 0 21,266 10,600 96 5,506 
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３ 会計別予算規模 
 令和 7 年度の全会計当初予算の規模は、126 億 4,339 万 6 千円で、前年度と比較して 2 億 8,132 万 8 千円（2.2％）の減少となってい

ます。 

 予算規模の増減要因として、一般会計では、町長選挙執行経費や町議会議員選挙執行経費など選挙費の増加や江原橋耐震設計業務委託

料、B&G 海洋センターへのバリアフリートイレ及び東屋の整備工事費が皆増する一方、大台中学校屋上等防水改修工事や江原橋橋梁修繕

工事が終了するなど、1 億 5,600 万円（1.9％）の減少、国民健康保険事業特別会計では、加入者数の減少などにより 2,032 万 8 千円

（1.8％）の減少、水道事業会計では、工事費や企業債償還金の減少などにより 6,113万 1千円（6.9％）の減少、生活排水処理事業会計

では、工事費の減少などにより 3,791万 5 千円（6.5％）の減少となっています。 

一方、後期高齢者医療事業特別会計では、加入者数の増加などにより 1,921 万 4千円（5.6％）の増加となっています。 
（単位：千円、％） 

区分 
令和 7年度当初予算額 

Ａ 

令和 6年度当初予算額 

Ｂ 

増減額 

Ｃ＝Ａ－Ｂ 

増減率 

Ｃ／Ｂ 

一般会計 8,115,000 8,271,000 △ 156,000 △ 1.9 

特
別
会
計 

国民健康保険事業特別会計 1,136,789 1,157,117 △ 20,328 △ 1.8 

介護保険事業特別会計 1,663,130 1,688,298 △ 25,168 △ 1.5 

後期高齢者医療事業特別会計 361,527 342,313 19,214 5.6 

小計 3,161,446 3,187,728 △ 26,282 △ 0.8 

企

業

会

計 

水道事業会計 818,506 879,637 △ 61,131 △ 6.9 

生活排水処理事業会計 548,444 586,359 △ 37,915 △ 6.5 

小計 1,366,950 1,465,996 △ 99,046 △ 6.8 

合計 12,643,396 12,924,724 △ 281,328 △ 2.2 

※企業会計は、収益的支出と資本的支出の合計の額を計上しています。 
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Ａ 構成比 Ｂ 構成比

1 町 税 ○ 964,839 11.9 928,832 11.2 36,007 3.9

2 地 方 譲 与 税 178,496 2.2 171,044 2.1 7,452 4.4

3 利 子 割 交 付 金 350 0.0 300 0.0 50 16.7

4 配 当 割 交 付 金 5,500 0.1 5,500 0.1 0 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 7,000 0.1 6,000 0.1 1,000 16.7

6 法 人 事 業 税 交 付 金 23,000 0.3 21,000 0.3 2,000 9.5

7 地 方 消 費 税 交 付 金 215,000 2.6 210,000 2.5 5,000 2.4

8 環 境 性 能 割 交 付 金 8,000 0.1 7,500 0.1 500 6.7

9 地 方 特 例 交 付 金 5,000 0.1 37,474 0.5 △ 32,474 △ 86.7

10 地 方 交 付 税 3,488,000 43.0 3,441,000 41.6 47,000 1.4

11 交通安全対策特別交付金 500 0.0 500 0.0 0 0.0

12 分 担 金 及 び 負 担 金 ○ 26,726 0.3 31,388 0.4 △ 4,662 △ 14.9

13 使 用 料 及 び 手 数 料 ○ 122,317 1.5 124,317 1.5 △ 2,000 △ 1.6

14 国 庫 支 出 金 546,424 6.7 517,150 6.3 29,274 5.7

15 県 支 出 金 383,493 4.7 349,275 4.2 34,218 9.8

16 財 産 収 入 ○ 79,493 1.0 71,709 0.9 7,784 10.9

17 寄 附 金 ○ 200,001 2.5 150,001 1.8 50,000 33.3

18 繰 入 金 ○ 958,926 11.8 1,010,824 12.2 △ 51,898 △ 5.1

19 繰 越 金 ○ 100,000 1.2 100,000 1.2 0 0.0

20 諸 収 入 ○ 79,735 1.0 74,586 0.9 5,149 6.9

21 町 債 722,200 8.9 1,012,600 12.2 △ 290,400 △ 28.7

8,115,000 100.0 8,271,000 100.0 △ 156,000 △ 1.9

自　主　財　源 ○ 2,532,037 31.2 2,491,657 30.1 40,380 1.6

依　存　財　源 5,582,963 68.8 5,779,343 69.9 △ 196,380 △ 3.4

増減率
Ｃ／Ｂ

科目

合　計

令和７年度予算額 令和６年度予算額 増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

主な歳入の増減要因は次のとおりです。 

町税は、令和 6 年度に実施された定額減税による減収

からの回復、また、固定資産税では、大臣配分が増える

見込みとなったことなどから、前年度比 3,600 万 7 千円

（3.9％）増の 9億 6,483万 9千円を計上しています。 

地方交付税は、国の地方財政対策などの動向を踏まえ

推計した結果、4,700万円（1.4％）増の 34億 8,800万円

を計上しています。 

国庫支出金は、国庫負担金で令和 6 年 10 月の児童手当

制度改正に伴う児童手当費国庫負担金の増加や地方公共

団体情報システム標準化構築業務委託料の財源であるデ

ジタル基盤改革支援補助金の増加などから、前年度比

2,927 万 4千円（5.7％）増の 5億 4,642万 4千円を計上

しています。 

県支出金は、県補助金でみえ森と緑の県民税市町交付

金が減少する一方、みえ子ども・子育て応援総合補助金

や三重県知事選挙及び第 27 回参議院議員通常選挙に係

る委託金の皆増などから、前年比 3,421万 8千円（9.8％）

増の 3 億 8,349 万 3千円を計上しています。 

繰入金は、ふるさと創生基金繰入金や減債基金繰入金

などが増加する一方、財政調整基金繰入金や合併振興基

金繰入金などが減少し、前年度比 5,189万 8千円（5.1％）

減の 9 億 5,892 万 6千円を計上しています。 

町債は、基金積立のための合併特例事業債が皆増する

一方、臨時財政対策債の皆減や過疎対策事業債、緊急防

災・減災事業債などが減少したことから、前年度比 2 億

9,040 万円（28.7％）減の 7 億 2,220 万円を計上してい

ます。 

４ 一般会計款別対比表（歳入） 
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Ａ 構成比 Ｂ 構成比

1 議 会 費 70,437 0.9 70,876 0.9 △ 439 △ 0.6

2 総 務 費 1,495,975 18.4 1,355,244 16.4 140,731 10.4

3 民 生 費 1,759,418 21.7 1,665,391 20.1 94,027 5.6

4 衛 生 費 1,257,461 15.5 1,267,747 15.3 △ 10,286 △ 0.8

5 農林水産業費 505,851 6.2 526,398 6.4 △ 20,547 △ 3.9

6 商 工 費 73,244 0.9 70,042 0.8 3,202 4.6

7 土 木 費 433,994 5.3 686,705 8.3 △ 252,711 △ 36.8

8 消 防 費 743,672 9.2 796,986 9.6 △ 53,314 △ 6.7

9 教 育 費 741,369 9.1 736,779 8.9 4,590 0.6

11 公 債 費 1,028,579 12.7 1,089,832 13.2 △ 61,253 △ 5.6

12 予 備 費 5,000 0.1 5,000 0.1 0 0.0

8,115,000 100.0 8,271,000 100.0 △ 156,000 △ 1.9

増減率
Ｃ／Ｂ

合　　　　　　計

科目
令和７年度予算額 令和６年度予算額 増減額

Ｃ＝Ａ－Ｂ主な歳出の増減要因は次のとおりです。 

総務費は、町長選挙執行経費や町議会議員選挙執行経

費、三重県知事選挙執行経費などの皆増、ふるさと納税

経費において寄附額増加を目標に各種経費を増額するな

ど、1 億 4,073万 1千円（10.4％）増の 14 億 9,597万 5

千円を計上しています。 

民生費は、福祉医療制度の拡充やインフルエンザ予防

接種及びおたふくかぜワクチン接種費用の助成拡大、障

害者グループホーム緊急整備事業費補助金の皆増などか

ら、9,402 万 7 千円（5.6％）増の 17 億 5,941 万 8 千円

を計上しています。 

衛生費は、太陽光発電施設等導入可能性調査業務委託

料の皆増や奥伊勢広域行政組合負担金が増加する一方、

水道事業費が大きく減少したことなどから、1,028 万 6

千円（0.8％）減の 12億 5,746万 1千円を計上していま

す。 

農林水産業費は、ため池耐震等実施計画策定業務委託

料が皆増する一方、林道施設整備事業費の皆減や流域防

災機能強化対策事業委託料の減少などから、2,054 万 7

千円（3.9％）減の 5億 585万 1千円を計上しています。 

土木費は、江原橋橋梁修繕工事費や田口大橋耐震補強

事業負担金の皆減などにより、2 億 5,271 万 1 千円

（36.8％）減の 4億 3,399万 4千円を計上しています。 

５ 一般会計款別対比表（歳出） 

消防費は、紀勢地区広域消防組合負担金が増加する一方、3 年目となる防災行政無線更新整備工事費の減少などにより、5,331 万 4

千円（6.7％）減の 7億 4,367万 2千円を計上しています。 

教育費は、大台中学校屋上等防水改修工事費や文化施設整備基本構想策定業務委託料の皆減などの一方、小学校及び中学校の校務

用パソコンの更新費用や熊野街道測量業務委託料、海洋センター管理運営経費におけるトイレ・東屋整備工事費の皆増などにより、

459万円（0.6％）増の 7億 4,136万 9千円を計上しています。 

公債費は、合併特例事業債や臨時財政対策債、一般単独事業債などで減少したことから、6,125万 3千円（5.6％）減の 10億 2,857

万 9千円を計上しています。 

13



 

 

６ 参考資料 

（１）地方債充当事業一覧表                                         （単位：千円） 
 

 

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

3.1.7 介護保険諸経費 介護用公用車 4,642 4,600 42
過疎対策事業債／介護
サービス事業債

4.1.4 宮川歯科診療所運営経費 宮川歯科診療所備品 782 700 82 過疎対策事業債

4.1.6 香肌奥伊勢資源化広域連合経費
香肌奥伊勢資源化広域連合負担金
（車両更新分）

7,732 7,700 32 過疎対策事業債

5.1.3 農業振興諸経費 乾燥調製施設備品 1,150 1,000 150 過疎対策事業債

5.1.5 農地農業用施設整備事業費 薗地内農業用水路工事 1,700 1,500 170 30 過疎対策事業債

5.1.5 農地農業用施設諸経費 県営中山間地域総合整備事業負担金 5,700 4,000 1,700 0 過疎対策事業債

5.1.5 農地農業用施設諸経費
農地農業用施設修繕費（栃原久保地
内農業用水路側溝蓋設置工事）

1,200 1,000 120 80 過疎対策事業債

5.1.5 農地農業用施設諸経費
農地農業用施設修繕費（薗地内取水
ゲート改修工事）

1,100 900 110 90 過疎対策事業債

5.1.5 農地農業用施設諸経費
農地農業用施設修繕費（天ケ瀬地内
転落防止柵設置工事）

1,300 1,100 130 70 過疎対策事業債

5.2.2 循環型生産林整備事業費 森林作業道開設補助金 33,000 16,500 16,500 過疎対策事業債

7.2.1 道路維持事業費 町道神瀬宮ノ裏線排水改良工事 5,500 5,500 0 過疎対策事業債

7.2.1 道路維持事業費 町道舟木谷坂瀬線排水改良工事 4,100 4,100 0 過疎対策事業債

7.2.1 道路維持諸経費
道路維持修繕費（町道粟生上楠側道
１号線道路付属物設置工事）

200 200 0 過疎対策事業債

7.2.1 道路維持諸経費
道路維持修繕費（町道名松２号線路
肩改良工事）

800 800 0 過疎対策事業債

7.2.1 道路維持諸経費
道路維持修繕費（町道新田峠線排水
改良工事）

670 600 70 過疎対策事業債

財源内訳
地方債名称科目 事業名 予算科目名等 事業費
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（１）地方債充当事業一覧表（続き） 

 
 

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

7.2.1 道路維持諸経費
道路維持修繕費（町道余谷・五十田
線排水改良工事）

550 500 50 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道浦谷線舗装工事 17,000 17,000 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道下三瀬坂瀬線舗装工事 10,000 10,000 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道樋口高奈線舗装工事 10,000 10,000 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道三瀬佐原線舗装工事 2,200 2,200 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道田久保支線舗装工事 1,400 1,400 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道千原下出線舗装工事 4,900 4,900 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道東彦線舗装工事 3,900 3,900 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道浦デ２号線舗装工事 3,000 3,000 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道宮東１号線舗装工事 2,200 2,200 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道浜松中川原線舗装工事 4,000 4,000 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道下三瀬上三瀬線舗装工事 8,300 8,300 0 過疎対策事業債

7.2.3 道路新設改良事業費 町道宮神１号線道路改良工事 9,000 9,000 0 過疎対策事業債

7.2.3 道路新設改良事業費 町道弥起井佐原線道路改良工事 10,000 10,000 0 過疎対策事業債

7.2.4 橋梁維持事業費
道路照明ＬＥＤ化実施設計業務委託
料

12,900 12,900 0 過疎対策事業債

財源内訳
地方債名称科目 事業名 予算科目名等 事業費
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（１）地方債充当事業一覧表（続き） 

 
 

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

7.2.5 道路メンテンンス事業費 橋梁修繕工事（設計業務含む） 88,300 55,364 32,800 136 過疎対策事業債

7.2.5 防災・安全交付金事業費 江原橋耐震設計業務委託料 24,500 13,965 10,500 35 過疎対策事業債

8.1.1 紀勢地区広域消防組合経費
紀勢地区広域消防組合負担金（車両
更新分）

33,080 33,000 80 過疎対策事業債

9.5.2 海洋センター管理運営経費
トイレ・東屋整備工事（設計監理業
務含む）

31,900 21,266 10,600 34 過疎対策事業債

2.1.14 公共交通事業諸経費 三重交通路線バス維持負担金 2,004 1,700 304 過疎対策事業債

3.1.1 社会福祉総務諸経費 高齢者等紙オムツ給付費 3,000 2,100 900 過疎対策事業債

3.1.2 高齢者等外出支援助成費 高齢者等外出支援助成費 12,183 8,500 3,683 過疎対策事業債

3.1.3 障がい福祉諸経費 ジグソー工房運営委託料 7,049 5,600 1,449 過疎対策事業債

3.1.6 心身障がい者医療費助成事業費 心身障がい者医療費助成金 17,847 6,534 3,300 8,013 過疎対策事業債

3.1.6
６５歳以上重度障がい者医療費助
成事業費

６５歳以上重度障がい者医療費助成
金

16,404 5,656 3,500 7,248 過疎対策事業債

3.1.6 こども医療費助成事業費 こども医療費助成金 21,353 6,637 5,400 9,316 過疎対策事業債

3.2.1 宮川保育園運営経費 真手地区園児送迎バス運行委託料 2,331 1,800 531 過疎対策事業債

3.2.1 宮川保育園運営経費 保育園自動車借上料 5,801 4,600 1,201 過疎対策事業債

3.2.2 子育て応援経費 すこやかベビー出産祝金 3,000 1,800 1,200 過疎対策事業債

3.2.4 放課後児童クラブ推進事業費 学童保育運営補助金 11,090 7,500 2,000 1,590 過疎対策事業債

財源内訳
地方債名称科目 事業名 予算科目名等 事業費
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（１）地方債充当事業一覧表（続き） 

 
 

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

5.1.3 集落営農推進事業費
集落ぐるみハウス農業推進事業補助
金

1,500 1,200 300 過疎対策事業債

6.1.1 商工振興諸経費 大台町商工会補助金 7,000 6,300 700 過疎対策事業債

6.1.2 観光振興事業費 大台町観光協会補助金 10,000 9,000 1,000 過疎対策事業債

8.1.3 消防施設整備事業費
消防活動用備品（消火栓用ホース等
整備事業）

1,306 600 706 過疎対策事業債

9.1.2 事務局諸経費 高等学校等生徒通学費補助金 2,000 1,400 600 過疎対策事業債

9.1.2 事務局諸経費 大学等入学支度金 1,000 700 300 過疎対策事業債

9.1.2 事務局諸経費 ICT支援員派遣業務委託料 8,690 6,900 1,790 過疎対策事業債

9.1.3 スクールバス管理諸経費 スクールバス運行委託料 7,646 5,300 2,346 過疎対策事業債

9.2.2
会計年度任用職員人件費（小：教
育振興費）

外国語指導助手 8,606 6,800 1,806 過疎対策事業債

9.3.2
会計年度任用職員人件費（中：教
育振興費）

外国語指導助手 8,552 2,700 5,852 過疎対策事業債

9.4.7 フィールドミュージアム推進経費 環境教育業務委託料 3,590 2,500 1,090 過疎対策事業債

9.4.7 フィールドミュージアム推進経費
フィールドミュージアム推進事業補
助金

3,000 2,100 900 過疎対策事業債

5.1.5 農地農業用施設整備事業費 小滝地内農業用排水路工事 1,984 1,900 84 過疎対策事業債

8.1.4 防災関連システム管理経費
雨量計増設・関連システム更新業務
委託料

7,370 7,300 70
緊急防災・減災事
業債

8.1.4 避難所管理経費 避難所防災キーボックス設置工事 1,843 1,800 43
緊急防災・減災事
業債

財源内訳
地方債名称科目 事業名 予算科目名等 事業費
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（１）地方債充当事業一覧表（続き） 

 
  

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

8.1.4 防災行政無線更新事業費
防災行政無線更新整備工事（設計監
理業務委託料含む）

287,745 287,700 45
緊急防災・減災事
業債

7.2.1 道路維持事業費 町道本郷岡ヶ野線排水改良工事　 10,500 10,500 0
緊急自然災害防止
対策事業債

7.2.1 道路維持事業費 町道本郷岡ヶ野線法面対策工事 9,000 9,000 0
緊急自然災害防止
対策事業債

7.2.1 道路維持事業費 町道橋爪線法面対策工事 3,400 3,400 0
緊急自然災害防止
対策事業債

7.2.1 道路維持事業費 町道楠ヶ野線法面対策工事 9,700 9,700 0
緊急自然災害防止
対策事業債

7.2.1 道路維持事業費 町道山際線法面対策工事　 7,400 7,400 0
緊急自然災害防止
対策事業債

7.4.1 河川改良事業費 北畠谷川河川改修工事 10,000 10,000 0
緊急自然災害防止
対策事業債

7.4.1 河川改良事業費 上大谷川河川改修工事 3,400 3,400 0
緊急自然災害防止
対策事業債

7.2.1 道路維持事業費 町道千代下出線排水改良工事 1,500 1,500 0 辺地対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道久保井戸線舗装工事 1,400 1,400 0 辺地対策事業債

2.1.5 基金管理経費 合併振興基金積立金 45,090 44,100 989 1 合併特例事業債

5.1.5 農地農業用施設諸経費
農地農業用施設修繕費（東池堆積土
砂撤去工事）

900 900 0
緊急浚渫推進事業
債

912,890 116,922 722,200 3,219 70,549合計

財源内訳
地方債名称科目 事業名 予算科目名等 事業費
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（２）基金充当事業一覧表                                          （単位：千円） 

 

国県支出金 基金充当額 その他 一般財源

11.1.1 町債元金償還経費 元金全般 994,249 22,500 971,749 減債基金

11.1.2 町債利子償還経費 利子全般 33,297 500 32,797 減債基金

2.1.6 企画諸経費 総合計画策定業務委託料 7,150 7,100 50 合併振興基金

2.1.6 ２０周年記念事業費 事業全般 2,939 1,900 1,000 39 合併振興基金

4.1.3 公園等管理経費 施設修繕費（御滝公園木柵修繕工事） 1,292 1,200 92 合併振興基金

4.1.3 公園等管理経費
施設修繕費（三ツ谷池公園滝見橋修繕工
事）

440 400 40 合併振興基金

4.1.3 公園等管理経費 三ツ谷池公園修繕工事 2,189 2,100 89 合併振興基金

4.1.5 健康づくり推進諸経費
健康増進計画・歯と口腔の健康づくり基本
計画策定業務委託料

3,900 3,900 0 合併振興基金

4.1.6 ごみ処理対策経費 ごみステーション設置工事 545 500 45 合併振興基金

4.1.6 ごみ処理対策経費 ごみステ－ション用備品 1,128 1,100 28 合併振興基金

4.1.8 火葬場管理経費
施設修繕費（火葬炉燃焼安全装置、排気ダ
クト等）

3,432 3,300 132 合併振興基金

7.2.5 道路メンテナンス事業費 橋梁点検健全度評価業務委託料 11,000 6,892 4,000 108 合併振興基金

8.1.4 防災諸経費 国土強靭化地域計画改定支援業務委託料 3,498 3,400 98 合併振興基金

2.1.5 財産管理諸経費
公共施設ＬＥＤ化に係る現況調査業務委託
料

2,640 2,600 40
公共施設整備
基金

2.1.5 財産管理諸経費 公共施設ＬＥＤ化計画作成業務委託料 3,450 3,400 50
公共施設整備
基金

3.1.1 福祉センター管理経費
施設修繕費（地域福祉センター高圧設備修
繕工事）

1,870 1,800 70
公共施設整備
基金

基金名称科目 事業名 予算科目等 予算額
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（２）基金充当事業一覧表（続き） 

 

国県支出金 基金充当額 その他 一般財源

3.1.1 福祉センター管理経費
施設修繕費（宮川福祉センター高圧設備修
繕工事）

583 500 83
公共施設整備
基金

3.1.1 福祉センター管理経費
施設修繕費（宮川福祉センター電話設備更
新工事）

955 900 55
公共施設整備
基金

8.1.3 消防施設整備事業費 防火水槽撤去工事 1,340 1,300 40
公共施設整備
基金

2.1.6 デジタル化推進経費
新しい地方経済・生活環境創生交付金事業
負担金

23,692 8,597 15,000 95
ふるさと創生
基金

2.1.6 空き家バンク強化・活用連携事業費 空き家バンク強化・活用連携業務委託料 2,740 1,499 1,200 41
ふるさと創生
基金

2.1.6 移住定住促進経費 空き家バンククリーニング費助成金 600 600 0
ふるさと創生
基金

2.1.6 昴学園支援経費 昴学園友の会補助金 1,900 1,900 0
ふるさと創生
基金

2.1.6 地域活性化事業費 地域活性化支援事業補助金 600 600 0
ふるさと創生
基金

2.1.6 移住定住促進経費 空き家改修費補助金 3,250 3,000 250
ふるさと創生
基金

3.1.2 高齢者等外出支援助成費 事業全般 12,542 4,000 8,500 42
ふるさと創生
基金

3.2.1 保育園共通経費 賄材料費 18,123 13,500 4,524 99
ふるさと創生
基金

3.2.1 保育園共通経費 保育園施設整備工事 2,428 2,400 28
ふるさと創生
基金

3.2.1 保育園共通経費 保育用備品 1,300 500 800
ふるさと創生
基金

5.1.3 特産品振興事業費 地域の魅力商品開発支援業務委託料 10,000 10,000 0
ふるさと創生
基金

5.1.3 特産品振興事業費 特産品流通支援事業補助金 2,000 2,000 0
ふるさと創生
基金

5.1.3 集落営農推進事業費 農業コミュニティ構築補助金 7,109 7,100 9
ふるさと創生
基金

基金名称科目 事業名 予算科目等 予算額
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（２）基金充当事業一覧表（続き） 

 

国県支出金 基金充当額 その他 一般財源

5.1.3 集落営農推進事業費 農業機械購入補助金 4,000 4,000 0
ふるさと創生
基金

5.1.3 農業振興諸経費 生分解マルチ普及促進事業補助金 1,000 1,000 0
ふるさと創生
基金

5.1.3 農業振興諸経費 新規就農者支援事業補助金 1,000 1,000 0
ふるさと創生
基金

5.4.1 水産業振興費 水産振興活性化補助金 700 700 0
ふるさと創生
基金

6.1.1 商工振興諸経費 空き店舗バンク等活用促進事業補助金 1,500 1,500 0
ふるさと創生
基金

9.2.1 小学校管理共通経費 学校一般備品 59,164 1,664 55,000 2,500
ふるさと創生
基金

9.2.2 小学校教育振興共通経費 自然体験事業委託料 2,830 2,800 30
ふるさと創生
基金

9.2.2 小学校教育振興共通経費 小学生が創る未来の森事業委託料 869 800 69
ふるさと創生
基金

9.2.3 小学校給食共通経費 賄材料費 21,847 17,600 4,162 85
ふるさと創生
基金

9.3.1 中学校管理共通経費 学校一般備品 37,277 832 35,000
ふるさと創生
基金

9.3.3 中学校給食共通経費 賄材料費 15,000 12,300 2,676 24
ふるさと創生
基金

9.4.4 熊野街道保存活用事業費 熊野街道測量業務委託料 18,565 10,581 7,900 84
ふるさと創生
基金

9.5.1 保健体育総務諸経費 スポーツ講演会講師派遣委託料 500 500 0
ふるさと創生
基金

5.2.2 森林経営管理事業費 森林経営管理事業委託料 99,100 23,035 76,065
森林環境譲与
税基金

1,425,533 30,065 287,335 20,862 1,085,826合計

基金名称科目 事業名 予算科目等 予算額

21



 

 

（３）森林環境譲与税活用事業一覧表 
（単位：千円） 

 
※１ 内訳…境界明確化 34,000、意向調査 2,100、森林整備 63,000 

 

  

譲与税 一般財源

森林経営管理事業委託料　※１ 99,100 0 23,035 76,065 0

三瀬谷ダム湖周辺森林整備事業費 27,506 0 0 27,506 0

森の循環事業補助金 4,955 0 0 4,955 0

森林作業道開設補助金 33,000 16,500 0 16,500 0

後継者育成 林業後継者育成支援事業補助金 3,470 0 0 3,470 0

基金 森林環境譲与税基金積立金 0 0 0 0 0

168,031 16,500 23,035 128,496 0合計

事業区分 予算名称 予算額

財源内訳

地方債
森林環境譲
与税基金繰

入金

一般財源

森林整備
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（４）地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 

 

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分）       119,800千円 

【歳出】社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 1,088,837千円 
 

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】                                （単位：千円） 

 
※この資料は、地方税法第７２条の１１６（平成２６年４月１日施行）の規定を踏まえ、引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充て

られる経費について明らかにするものです。 

国（県）支出金 地方債 その他
社会保障財源化分の
地方消費税交付金

その他

高齢者福祉事業 20,961 406 8,500 5,316 1,200 5,539

障害者福祉事業 314,478 214,246 5,600 0 16,800 77,832

子ども・子育て支援事業 68,499 1,203 8,200 20,980 6,800 31,316

国民健康保険事業 68,999 38,443 0 0 5,400 25,156

介護保険事業 243,111 14,657 4,600 5,523 38,900 179,431

後期高齢者医療事業 232,966 39,381 0 0 34,500 159,085

社会福祉医療事業 67,837 20,116 12,200 0 6,300 29,221

予防事業 32,434 73 0 0 5,800 26,561

健康づくり推進事業 28,983 1,252 0 10,194 3,100 14,437

母子保健事業 10,569 4,620 0 50 1,000 4,899

合計 1,088,837 334,397 39,100 42,063 119,800 553,477

事業名 経費

財源内訳

特定財源 一般財源

社会福祉

社会保険

保健衛生
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（５）投資的経費一覧表                                               （単位：千円） 

 

国庫
支出金

県支出金 地方債 その他 一般財源

2.1.5 庁舎管理経費 庁舎駐車場整備（区画線設置）工事 327 0 0 0 0 327

2.1.6 通信制高等学校開設事業経費 領内出張所外トイレ新築工事（設計監理業務含む） 7,880 0 0 0 7,880 0 施設移転補償費

3.1.7 介護保険諸経費 介護用公用車 4,642 0 0 4,600 0 42
過疎対策事業債／介護

サービス事業債

3.2.1 保育園共通経費 保育園施設整備工事 2,428 0 0 0 2,400 28 ふるさと創生基金

4.1.3 公園等管理経費 三ツ谷池公園修繕工事 2,189 0 0 0 2,100 89 合併振興基金

4.1.6 ごみ処理対策経費 ごみステーション設置工事 545 0 0 0 500 45 合併振興基金

4.1.6
香肌奥伊勢資源化広域連合経
費

香肌奥伊勢資源化広域連合負担金（車両更新分） 7,732 0 0 7,700 0 32 過疎対策事業債

5.1.3 農業振興諸経費 乾燥調製施設備品 1,150 0 0 1,000 0 150 過疎対策事業債

5.1.5 農地農業用施設整備事業費 薗地内農業用水路工事 1,700 0 0 1,500 170 30 過疎対策事業債

5.1.5 農地農業用施設整備事業費 小滝地内農業用排水路工事 1,984 0 0 1,900 0 84
緊急防災・減災事
業債

5.1.5 農村地域防災減災事業費 ため池劣化状況・地震・豪雨耐性評価業務委託料 11,000 10,000 0 0 0 1,000

5.1.5 農村地域防災減災事業費 ため池耐震等実施計画策定業務委託料 24,000 23,000 0 0 0 1,000

5.1.5 農地農業用施設諸経費 県営中山間地域総合整備事業負担金 5,700 0 0 4,000 1,700 0 過疎対策事業債

5.1.5 農地農業用施設諸経費 事務経費 10,442 0 0 3,900 910 5,632
過疎対策事業債／緊急

浚渫推進事業債

5.2.1 職員人件費（森林課） 事務経費（職員人件費） 30,552 0 0 0 0 30,552

5.2.2 流域防災機能強化対策事業費 流域防災機能強化対策事業委託料 26,100 0 23,190 0 0 2,910

5.2.2 森林環境創造事業費 森林環境創造事業委託料 13,680 0 10,000 0 0 3,680

5.2.2 沿道景観林整備事業費 集落周辺等危険木伐採事業委託料 14,000 0 11,850 0 0 2,150

5.2.2 沿道景観林整備事業費
災害からライフラインを守る事前伐採事業委託料（立木
補償含む）

32,280 0 16,108 0 16,108 64 中部電力分担金

5.2.2 循環型生産林整備事業費 森林作業道開設補助金 33,000 0 0 16,500 0 16,500 過疎対策事業債

事業名 予算科目名等 備考

財源内訳

予算額科目
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（５）投資的経費一覧表（続き） 

 

国庫
支出金

県支出金 地方債 その他 一般財源

5.2.2 森林経営管理事業費 林地台帳整備業務委託料 2,805 0 0 0 0 2,805

5.2.2 森林経営管理事業費 森林経営管理事業委託料 99,100 0 0 0 23,035 76,065
森林環境譲与税基
金

5.2.2
三瀬谷ダム湖周辺森林整備事
業費

三瀬谷ダム湖周辺森林整備事業委託料（立木補償費含
む）

27,506 0 0 0 0 27,506

5.2.3 林道諸経費 事務経費 2,598 0 0 0 0 2,598

5.2.4 町有林管理事業費 町有林施業実施委託料 7,000 0 0 0 405 6,595 間伐木売払収入

5.2.4 町有林管理事業費 事務経費 5,918 0 0 0 5,913 5 間伐木売払収入

5.2.5 治山事業費 事務経費 1,468 0 0 0 0 1,468

6.1.1
職員人件費（産業課・商工振
興費）

事務経費（職員人件費） 33,392 0 0 0 0 33,392

6.1.2 自然公園等管理経費 事務経費 774 0 0 0 0 774

6.1.2 観光振興事業費 観光協会補助金 10,000 0 0 9,000 0 1,000 過疎対策事業債

6.1.2 観光振興事業費 事務経費 4,885 0 0 0 0 4,885

6.1.2 観光諸経費 事務経費 1,853 0 658 0 0 1,195

7.1.1
職員人件費（建設上下水道
課）

事務経費（職員人件費） 45,511 0 0 0 7,504 38,007 道路占用料

7.1.2
会計年度任用職員人件費（沿
道景観整備費）

事務経費（職員人件費） 7,547 0 2,550 0 0 4,997

7.1.2 沿道景観整備事業費 事務経費（委託料含む） 7,181 0 2,450 0 0 4,731

7.2.1 道路維持事業費 大台町地内除草工事 8,800 0 0 0 0 8,800

7.2.1 道路維持事業費 町道舟木谷坂瀬線排水改良工事 4,100 0 0 4,100 0 0 過疎対策事業債

7.2.1 道路維持事業費 町道本郷岡ヶ野線排水改良工事 10,500 0 0 10,500 0 0
緊急自然災害防止
対策事業債

7.2.1 道路維持事業費 町道橋爪線法面対策工事 3,400 0 0 3,400 0 0
緊急自然災害防止
対策事業債

7.2.1 道路維持事業費 町道千代下出線排水改良工事 1,500 0 0 1,500 0 0 辺地対策事業債

事業名 予算科目名等 備考

財源内訳

予算額科目
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（５）投資的経費一覧表（続き） 

 

国庫
支出金

県支出金 地方債 その他 一般財源

7.2.1 道路維持事業費 町道本郷岡ヶ野線法面対策工事 9,000 0 0 9,000 0 0
緊急自然災害防止
対策事業債

7.2.1 道路維持事業費 町道楠ヶ野線法面対策工事 9,700 0 0 9,700 0 0
緊急自然災害防止
対策事業債

7.2.1 道路維持事業費 町道山際線法面対策工事 7,400 0 0 7,400 0 0
緊急自然災害防止
対策事業債

7.2.1 道路維持事業費 町道神瀬宮ノ裏線排水改良工事 5,500 0 0 5,500 0 0 過疎対策事業債

7.2.1 道路維持諸経費 事務経費 18,400 0 0 2,100 0 16,300 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道浦谷線舗装工事 17,000 0 0 17,000 0 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道下三瀬坂瀬線舗装工事 10,000 0 0 10,000 0 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道樋口高奈線舗装工事 10,000 0 0 10,000 0 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道下三瀬上三瀬線舗装工事 8,300 0 0 8,300 0 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道三瀬佐原線舗装工事 2,200 0 0 2,200 0 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道田久保支線舗装工事 1,400 0 0 1,400 0 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道浜松中川原線舗装工事 4,000 0 0 4,000 0 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道千原下出線舗装工事 4,900 0 0 4,900 0 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道宮東１号線舗装工事 2,200 0 0 2,200 0 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道久保井戸線舗装工事 1,400 0 0 1,400 0 0 辺地対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道東彦線舗装工事 3,900 0 0 3,900 0 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装事業費 町道浦デ２号線舗装工事 3,000 0 0 3,000 0 0 過疎対策事業債

7.2.2 道路舗装諸経費 事務経費 4,000 0 0 0 0 4,000

7.2.3 道路新設改良事業費 町道宮神１号線道路改良工事 9,000 0 0 9,000 0 0 過疎対策事業債

7.2.3 道路新設改良事業費 町道弥起井佐原線道路改良工事 10,000 0 0 10,000 0 0 過疎対策事業債

事業名 予算科目名等 備考

財源内訳

予算額科目
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（５）投資的経費一覧表（続き） 

 
 

国庫
支出金

県支出金 地方債 その他 一般財源

7.2.4 橋梁維持事業費 道路照明ＬＥＤ化実施設計業務委託料 12,900 0 0 12,900 0 0 過疎対策事業債

7.2.4 橋梁維持諸経費 事務経費 1,100 0 0 0 0 1,100

7.2.5 道路メンテナンス事業費 橋梁点検健全度評価業務委託料 11,000 6,892 0 0 4,000 108 合併振興基金

7.2.5 道路メンテナンス事業費 橋梁修繕工事（設計業務含む） 88,300 55,364 0 32,800 0 136 過疎対策事業債

7.2.5 防災・安全交付金事業費 江原橋耐震設計業務委託料 24,500 13,965 0 10,500 0 35 過疎対策事業債

7.4.1 河川改良事業費 北畠谷川河川改修工事 10,000 0 0 10,000 0 0
緊急自然災害防止
対策事業債

7.4.1 河川改良事業費 上大谷川河川改修工事 3,400 0 0 3,400 0 0
緊急自然災害防止
対策事業債

7.4.1 河川改良諸経費 事務経費 1,600 0 0 0 0 1,600

8.1.1 紀勢地区広域消防組合経費 紀勢地区広域消防組合負担金（車両更新分） 33,080 0 0 33,000 0 80 過疎対策事業債

8.1.3 消防施設整備事業費 防火水槽撤去工事 1,340 0 0 0 1,300 40 公共施設整備基金

8.1.3 消防施設整備事業費 消防活動用備品 1,306 0 0 600 0 706 過疎対策事業債

8.1.3 消防施設整備事業費 事務経費 624 0 0 0 0 624

8.1.4 防災行政無線更新事業費 防災行政無線更新整備工事（設計監理業務含む） 287,745 0 0 287,700 0 45
緊急防災・減災事
業債

8.1.4 防災関連システム管理経費 雨量計増設・関連システム更新業務委託料 7,370 0 0 7,300 0 70
緊急防災・減災事
業債

8.1.4 避難所管理経費 避難所防災キーボックス設置工事 1,843 0 0 1,800 0 43
緊急防災・減災事
業債

9.4.4 カモシカ食害対策事業費 カモシカ食害対策柵設置工事（測量業務含む） 6,539 4,227 739 0 0 1,573

9.4.4 熊野街道保存活用事業費 熊野街道測量業務委託料 18,565 9,282 1,299 0 7,900 84 ふるさと創生基金

9.5.2 海洋センター管理運営経費 トイレ・東屋整備工事（設計監理業務含む） 31,900 0 21,266 10,600 0 34 過疎対策事業債

1,201,581 122,730 90,110 601,200 81,825 305,716

事業名 予算科目名等
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